
第36回全国大会 (神戸大会)詳細号
(会長あいさつ)

会長二期目にあたつて…研究推進を重点化

会 長  椿  明 夢言 (札幌国際大学短期大学部 )

第36回全国大会は、近畿ブロック実行委員の皆様の見事なチームプレイにより、大変活発な交流

が生まれ、多くの成果を挙げ終了いたしました。「ビジネス実務における専門教育を考える」とい

う大テーマに切り込んだ大会でしたが、シンポジウムでは協会資格、授業事例、カリキュラム事例

の 3方向から提示があり、それをもとにバズセッションを行い、ビジネス実務の専門教育に対し、

新たな展開の兆しが見えて参りました。その成果を論文等に発展できることを期待しています。活

気ある大会になりましたこと、近畿ブロック実行委員の皆様に心から感謝申し上げます。

さて、この度の総会にて、会長に再任され、新役員とともに二期目がスタートしました。2017-

2018年度は、研究活動の活性化を重点課題として、学会員の研究ネットワークを広げ、実務教育研

究を深める機会を作ることのできる場の提供をしたいと考え、①地域や産業界との連携、②チーム

研究、③実務家教員の 3つのキーワードを掲げ、重点目標を達成していきます。

特に、地域に信頼され、地域と連携し、地域に貢献する高等教育機関としての大学を視野にお

き、地域連携による取り組みを重視し、近畿 。中部のニブロックコラボによるJAUCB助成研究を
進めます。

また、二つのワーキングチームを結成し、研究推進をします。一つは、「研究改革ワーキング」

によって、チーム研究の実態を調べ、研究マップを作成し、新たな奨励研究設置の可能性を検討し

ます。二つ目は、「実務家教員等サポートワーキング」による、実務家教員、社会人大学院生等の

教育、研究に関するニーズ把握調査と、教育技法、論文作成等の講座実施の可能性について検討し

ます。すでに、関東 。東北ブロックにて、論文作成に関する公開講座が先導的に開催されていま

す。今後、このようなブロック研究会に、他ブロックの会員がサテライト参加をすることも試験的

に取り組んで参りたいと考えております。全国の研究ネットワーク拡大により、新たなチーム結

成、融合による研究の新展開が予測されます。

新体制での 2年間、以上の取り組みを実行いたしますので、皆さまのご協力をお願いいたしま

す。
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〈大会実行委員長あいさつ〉

統一テーマ「ビジネス実務における専門教育を考える」

全国大会を終えて

大会実行委員長 中 り|| イ申子 (神戸女子短期大学)

第36回全国大会は近畿ブロックが担当し、 6月 10日 (土 )、 11日 (日 )の 2日 間、神戸市灘区の神戸大学六
甲台キャンパスで開催しました。大学を取り巻く環境が大きく変革する今、大会統一テーマを「ビジネス実務

における専門教育を考える」とし、これからのビジネス実務教育について参加者全員で考える試みを実施しま

した。

1日 目は、総会 (前半)後に、地元神戸のクリエイテイブな経営実務家である株式会社ファミリアの岡崎社
長様にご講演をお願いしました。岡崎社長様の先見性ある発想とマネジメントカに感嘆する言葉が大会後のア

ンケートには多く見られました。

1日 日午後の研究発表では、24件の口頭発表があり、教室によっては満席で椅子が不足するほどの活発で熱

心な発表、意見交換が行われました。また、昨年度から実施されたポスター発表も継続し、12件のポスター発

表に対して集中的に質問等ができる時間帯を設けました。

2日 目は、JAUCB研究助成の最終報告に続き、新しい企画としてシンポジウムとバズセッションを実施し
ました。シンポジウムには全国大学実務教育協会理事の山下恵子氏をお招きし、協会資格の今後の方向性につ

いてお話を聞くことができました。さらに、会員 2氏による在籍大学での取り組み等の報告が続き、後に続く
バズセッションヘのよき導入となりました。グループに分かれてのバズセッションには、「深く考えることが

できた」「問題を共有できた」等の感想が目立ち、大会統一テーマを参加者全員で考えていただける機会に

なったのではないかと思います。

神戸港開港150周年の本年、神戸での大会に各地から参加してくださいました会員の皆さま、学舎の使用に
ついてご尽力くださいました神戸大学農学部小野教授、そして協賛広告主の企業さま、企画の段階からご指導

くださいました椿会長はじめ学会理事の皆さま、心よりお礼を申し上げます。

2017年 3月 26日 、大妻女子大学において学会賞審査委員会を開催いたしました。協議の結果、本年度は学会

賞の該当はありませんでしたが、奨励賞 (論文)と して、以下の論文を表彰することとなりました。また、奨
励賞 (研究発表)については、第36回全国大会で研究発表を行った会員 (奨励賞エントリー者)を対象として
大会中に審査を行い、以下 2発表を選定いたしました。大会閉会式の席上にて表彰式を執り行い、椿会長より
表彰状と副賞が授与されました。

<奨励賞 (論集)> (敬称略)
○伊勢坊 綾 (東京大学大学院)、 中原 淳 (東京大学)
役員秘書の経験学修を促す要因に関する研究-0」Tと 役員による育成に
着目して一

<奨励賞 (研究発表)>
○江藤 智佐子 (久留米大学)
職業教育における日本の学位・資格枠組みに関する考察～「職業能力評
価基準」の事務系職種に焦点をあてて

○澤田 裕美 (大妻女子大学短期大学部)
短期大学と老舗企業の「ものつくり」体験のPBL―正課教育と正課外教
育 (サークル活動)を統合したキャリア教育―

●

(研究推進委員長 米本 倉基)

第36回全国大会 (神戸大会)
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1開会宣言 ,大会実1行委員長挨拶・日程説明等

■1本 t―ジネス業務学会総会 (前半)
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講演「クリエイティブ経営」
講師 :株式会社 ファミリア 代表取締役社長

文系からの視点による技術

経営ビジネス実務教育に関

する研 究～未利用特許 を

使 った新製品開発PBL事 例
から～

2)大田 住吉
(摂南大学 )

産学医農連携による「よび

ファーム」を通してのキャ

リア教育

7)佐々木 公之
(中 国学園大学 )

職業教育における日本の学 1女子大学における人材育成

位・資格枠組みに関する考 |の取り組み～「未来人材育
察γ「職萎能力評仰基準」 1成モデル」構築の試み
の事務系職種に焦点 をあて

二________に_____―――12)江 藤 智佐子     117)安 齋 徹
(久留米大学)     |(群 馬県立女子大学 )

歴史に貢献 したインターン

シップ 明治の若者たちの
取組み (文献研究 )

22)古閑 博美
(嘉悦大学 )

学生の学習意欲向上を目的

とした自由選択型習熟度別

クラスの導入～簿記 会計
科目群における実践

3)石橋 慶―
(福 岡工業大学短期大学

部)※

プロジェク ト型教育の特性

に関する一考察～プロジェ

ク トの継続性要素 を中心に

8)奥村 実樹
(金沢星稜大学 )

人的資源管理における企業

側 と従業員側の視点

13)信川 景子
(全沢星稜大学女子短期大学部)

ビジネスマナー教育におけ

る相互評価 と自グループ評

価の効果～社会人基礎力の

視点から

18)藤 原 由美
(産業能率大学)※

「接遇の心」の教授法に関

する考察～道徳教育に焦点

をあてて

23)佐藤 麻衣
(川 崎医療福祉大学)

PBL型 授業運営に関する報
告～摂南大学の事例から

24)水野 武
(摂南大学)※

新たな介護技術教育の在 り

方 を考える一福祉用具の利

用実態とデジタルエ作技術
へのニーズ調査から

4)中 川 雅人
(中部学院大学 )

課題解決型授業の成果とそ

の要因～受入先のメリッ ト

に注目して

9)見舘 好隆
(北九州市立大学 )

大学等における就職筆記試

験対策指導の問題点整理 と

事例紹介

14)樋口 勝一

高校商業科の検定科 目で

AL技法 を用 いた場合の一

考察

19)名 和 晋也
(岡山県立津山商業高等学校 )

アクティブラーニングを導

入 したビジネスマナー講義

の設計～学生の能動的学習

意欲促進 を目指 して

")井
上 奈美子

(福 岡県立大学 )

演枝指導 がプ レゼ ンテー

ションの評価に及ぼす影響

5)酒井 健
(大手前大学)※

組織的な地域連携PBLの

計 と運営 (事例研究 )

10)山 口 憲二
(い わき明星大学)※

非正規雇用者の多様化 した

雇用形態にら、さわしい雇用

システムについての研究

15)上 岡 史郎
(目 自大学短期大学部 )

事務連絡 (各会場)

第36回大会プログラム
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診療報酬算定フローチャー

トを用いた医療事務の学習

の促進

1)藤井 厚紀
(福 岡工業大学短期大学

部 )※

3会場 (32034窒 )

短期大学と老舗企業の「も
のつくり」体験のPBL―正
課教育と正課外教育 (サ ー

クル活動)を統合 したキャ

6)澤田 裕美
(大妻女子大学 短期大学
部 )

11)天 野 緑郎
(M&Cフ ューチャーコ
サルティング)※

(近畿大学大学院商学研究

千斗)

E会場 (3301教 室 )

ビジネス実務のための法

学 経営学 会計学～ビジ
ネス実務教育を支える専門

教育のための教材開発 を通

じて

21)岡野 大輔
(金城大学)※

C棟101教室前

IC棟 101教室

■||1周上  ■

同上

IC棟■階101教室

‐ B101教室

ポスター掲示

研究発表

C会場 (B m2教 室)  D会 場 (B∞a舞卦

と職業意識に及ぼす影響

爵治iF:壇璽腎L落圭「 1参考多ふ臭軍圭ム単魚悪姦

ポスタ~ センシヨン (B棟 101教室)

懇親会 (神戸大学瀧川記念学術交流会館 1階食堂)

0棟101教室前

0様101教室

C棟 101教室

C棟 101教室

1警

'■

|‐   ‐■■■|       |
tAlёl・ III究島茂議薔

‐

休憩

シンボジウム

「ビジネス実務における専門教育を考える」
コーディネーター:京都女子大学教授 西尾 久美子 氏

【報告①】
「ビジネス実務教育における資格教育課程の質保証の試み
～全国大学実務教育協会資格を通して」
一般財団法人全国実務教育協会理事 {学校法人宮崎学園理事長1 山下  恵子

【報告②】
「ビジネス実務教育における専門教育の実践例
～富山短期大学 経営情報学科の取り組み事例J
富山短期大学准教授 加納 輝尚 氏

I報告こ】
「大学における専門教育
～京都女子大学現代社会学部の事例から」
京都女子大学准教授 掛谷 純子 氏

休憩

デイスカノシヨン (バ ズセンシヨン)

代表者による報告とまとめ

学会奨励賞発表・表彰式・閉会の辞
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〈研究発表の共同研究者〉

: ※ 1)石橋慶― (福岡工業大学短期大学部) ※3)藤井厚紀 (福岡工業大学短期大学部) ※ 5)瀬口昌生 (大手前大学) ※7)大 田住吉 (摂南大学)
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等ζ麓〕)石井三恵師爛
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《シンポジウムテーマ》

ビジネス実務における専門教育を考える

大会 2日 目にはシンポジウムと会員によるバズセ

ションが行われました。

1.各報告者からの発表概要

(1)一般財団法人全国実務教育協会理事

学校法人宮崎学園理事長

山下 恵子 氏
「ビジネス実務教育における資格教育課程の質保証の試

み」

全国実務教育協会の使命は、資格教育を通じて人間力

を持った学生を育てていくという点にある。そして、①社

会を創る人材育成のための資格教育プログラムの改善・

開発、②人間力をベースにおく「総合的実践実務」、③

「到達目標」、「具体的な学修目標」の設定、④資格教育

課程の質保証への取組みの3つを実施している。

改革の取組みとして、平成25年度からは①資格教育課

程の見直しと到達目標の明確化、②ルーブリックによる

到達目標達成度評価制度による質保証の導入 (平成30年

度から実施)が行われ、さらに平成28年度からは③資格
到達目標を達成する教育課程編成の整備とその評価制度

の整備が進められている。

評価制度導入の要点は、以下の 3点である。①全資格

において、資格到達目標のもと資格教育課程を編成する

方法と実施上の留意点をまとめた。②その資格に必要な

知識・スキルを含む実務実践力、キャリア・教養の知識

と社会人基礎力のスキル、その資格の知識・スキルを活

用する総合的な実務実践力と学びの継続力を可視化し、

大学・短期大学における実務教育の評価を実施。③ルー

ブリックによる到達目標達成度評価制度を内部質保証と

して実施することを可能にした。

今後の課題として、①全学DP、 学科DP、 CPに 対し、

●

≪報告者》

(1)一般財団法人全国実務教育協会理事 。
学校法人宮崎学園理事長

山下  恵 子  氏
(2)富山短期大学 准教授  加 納  輝 尚 氏
(3)京都女子大学 准教授  掛 谷  純 子  氏

コーディネーター :西尾  久 美 子  (京都女子大学教授)

取得資格をどのように位置づけるか、②教養教育と専門

教育の調和的結合、③教育の質保証の追求、の3点が挙

げられた。

(2)富 山短期大学 准教授 加納 輝尚 氏

「ビジネス実務教育における専門教育の実践例」

教育内容およびカリキュラムの編成は、以下の3分野

が体系化されている。①幅広い教養と健康で豊かな人間

を育む教養教育、②実践知・資格取得のための実践的実

学教育、③主体的・自律的キャリア形成・発達を支援す

る「三位一体のキャリア教育」。

ビジネス実務における教養の重要性は高いが、 2年間
の現行カリキュラムの中では専門教育や実務系科目に偏

重せざるを得ない。しかし、実際のゼミではお金に関す

る教養を高める教育を行っており、現行制度の基本を学

ぶだけではなく、そのあり方を考える機会を設けてい

る。また簿記 。会計の授業では単なる知識の詰め込みに

ならないように、文化や歴史の話題を絡めながら進めよ

うとしている。

専門教育について、大人数の講義では、「Webシ ラバ

スシステム」を活用したアクティブ・ラーニングを行っ

ている。ここでは、学生からの意見・質問のフイード

バックをリアルタイムで共有することで、各回授業の理

解度や関心度が確認できる。この結果、約 9割の学生の

簿記会計の習熟度に効果が見られた。また、e―learning

による復習によって、約 7割の学生の仕訳の習熟度に効

果が見られた。

少人数のゼミでは、「TBL」 の手法を用い、全員が日

商簿記検定 2級の合格を目指すという目標を設定した点

に特徴がある。具体的には、各チーム交代で「先生」と

なり、他のチームの学生に教えるという方法を採りいれ

た。その結果、専門「簿記」の習熟度アップや汎用能力

の向上に対する効果が認められた。また、日商簿記検定



2級の合格率は33.3%か ら70.0%に向上し、 1級に合格

する学生も1名 いた。

最後に、専門教育としての資格取得教育は、学習意欲

の向上、達成感の積み上げに効果があり、専門能力獲得

の最初の段階の取組みとしても一定の意義がある。しか

し単なる「検定対策」にならないようにするため、実務

目線、幅広く応用できる考え方、教養教育の視点が必要

であり、汎用能力の向上、学生の「もち味」への配慮、

(検定の点数ではなく)DPo CPに 沿った成果の評価が

重要である。

(3)京都女子大学 准教授 掛谷 純子 氏
「大学における専門教育～京都女子大学現代社会学部の

事例から」

以下の4点が、学びの特色として挙げられる。①語

学、ICT、 調査分析力を養う「スキル科目」を設置、②

l回生から少人数ゼミを実施、③「ダブル・クラスター

制」によるオリジナルの学び、④スキルと実践力を高め

る4つのプログラム (国際理解、情報、社会調査、ビジ

ネス)。

専門教育の特徴としては、 1回生時の「アプローチ科

目」で各クラスターの入門的知識を学び、 2回生以降は

興味や関心に応じて 7つのクラスター (人間・環境、心

理・文化、家族・地域社会、政治・公共政策、経済・ビ

ジネス、情報、国際社会)から2つを選択し、横断的に

学びを深める。さらに発展的な学びのため、 4つのプロ

グラム (国際理解、情報、社会調査、ビジネス)が開設

されており、 2つのクラスターと併せて履修できる。

このうちビジネスプログラムの修了証を授与されるた

めには、経済・ビジネス系の必修科目 (9科 目18単位)

や選択必修科目 (4科 目8単位)の単位修得、日商簿記

検定 2級取得、TOEIC600点 以上、といった要件を満た

す必要がある。

この制度は現在の 2年生からが対象となっているた

め、効果については明確に示すことはできない。しか

し、昨年度実施したプログラムの説明会には60名程度の

出席者があり、学生の期待は大きい。また、日標設定に

よる学生のモチベーションアップや簿記 2級を取得しよ

うとする学生が増加しているという傾向もみられる。

(文責 坂本 理郎)

2.バ ズセ ッシ ョンでの議論

会場を6人前後の12の グループに分け、それぞれに各

ブロックから2名ずつ選ばれた先生方(計 12人)の進行に

よって、議論が進められた。その後、全グループのうち

6つ を代表した先生方によって、議論の内容が報告され

た。これらの全てを紹介したいところであるが、紙面の都

合からいくつかのトビックに集約して示しておきたい。

まず、大学・短大での教育目標や教育内容の話題につ

いての議論が多くあった。大学・短大では原則として、

人間力や考え方を教えているといった意見が多く見られ

た。また、女性の社会進出が一層求められる中、特有の

ライフキヤリア・イベントがあるため、男性と同じ一般

的な内容だけでは不十分ではないかという意見があっ

た。

次に、資格教育については、全体として最も多く議論

がなされたようであった。もちろん人格形成や教養教育

は重要であるが、育成される人材像が明確でないため、

入学希望者や企業へのアピール材料として資格に頼って

いるという面があるという指摘があった。また、何らか

の資格取得を目標にできない学部や学科は出口が見えづ

らく、学生を動機づけることが難しいという意見もあっ

た。一方で、企業は資格を重視しておらず、資格取得に

向けた努力やプロセスを見ているという見解もあった。

また、そもそも「ビジネス実務における専門教育」、

「ビジネス実務」とは何か、という根本的な問いかけも

あった。その答えという訳ではないが、「ビジネス実

務」が果たす役割は、専門教育と教養教育を有機的に機

能させるための「ブリッジ (かけはし)」の役割を担って

いるというモデルも提示された。

最後に、教育方法論の話題としてPBLを取り上げてい

るグループもいくつかあった。そこでは、PBLは社会人

基礎力の向上に目が行きがちとなり、そこで学ぶべき専

門的内容の学修と混乱したり、軽視されたりする懸念も

指摘された。

(文責 坂本 理郎)

3.総 評

近年の環境変化の中で、専門的なビジネス実務教育の

存在意義を確認し、今後のあり方を模索することが、今

回のシンポジウムのねらいであった。そのため、 3名の

報告者には、資格取得と大学教育での位置づけ、カリ

キュラム上の専門教育の位置づけ、教養教育と専門教育

の接合性、日標達成のための取組みや工夫、成果と今後

の課題といった点について、それぞれのお立場とご経験

を踏まえた素晴らしい報告をいただいた。

さらに、今回のシンポジウムでは、報告を受けて実施

されたバズセッションが、目的達成のための大きな役割

を果たしていた。コーデイネーターが議論を整理・進行

するのではなく、シンポジウムの後半は、参加者が各グ

ループのファシリテーターのもと少人数で「ビジネス実

務における専門教育」を議論し、その結果を報告すると

い う形 態 を

とった。これ

は、学会員が

自らの課題や

体験を共有す

るだ けで な

く、教育 。研

究者に携わる

個人として、

またひいては

警 聰恣 ず υ

一勧



学会としての変化や革新といった前向きな方向につなが

る一歩を目指して意図したものである。

バズセッションでは、シンポジウムの報告だけでな

く、大会での多くの報告やポスター・セッションも各グ

ループの議論を支える基礎となり、熱心な意見交換が行

われた。コーディネーターとして、皆様の議論を踏まえ

てまとめとして申し上げることは大きく2つで、まずど

のような人材を育成するのか「出口」を意識する視点、

それを踏まえて、どのようなビジネス実務教育を行うの

か、資格だけでなくカリキュラムとのつながりを考慮す

る必要があること。次に、学生が、この「出口」を意識

しているのか、自分の能力を把握しそれを次のステップ

ヘとつなげていくことができるのかという点である。学

生が学びの主体として「目標、課題、実践、評価、改

善」というプロセスを回せるように育てることに、ビジ

ネス実務における専門教育がどのようにかかわるのかと

いう課題を、私個人が強く意識できたことは、コーデイ

ネーターの責任を果たせたということと同時に、大きな

収穫でもあった。

(コーデイネーター :西尾 久美子)

演題 :「クリエイテイブ経営」
講師 :株式会社ファミリア

代表取締役社長 岡 崎  忠 彦 氏

本大会では、2017年 3月 まで放映されていたNHK朝

の連続テレビ小説「べっぴんさん」のモデルとなった株

式会社ファミリアの代表取締役社長岡崎忠彦氏にご講演

いただいた。

岡崎社長の講演は、 ドラマのシーンを思い起こさずに
はいられない会社設立当時の話から始まった。ファミリ

アは、1950年に4人の女性スタッフにより子供服を製造

する企業として始められた。設立の基本コンセプトは子

供たちがより健全に育つことを願って、自分の子供に着

せたいものを作ろうということであった。軽快なジャズ

をバックミュージックに十数分間のファミリア所蔵のビ

デオの上映があり、岡崎社長の祖母で1918年生まれの創

業者が育った時代背景、家庭環境、創業当時に支援を受

けたデパートをはじめ、お世話になった方々への感謝、

またそれらを経験した創業者の教えが伝えられた。ファ

ミリアの子供服が、 2代、 3代 と着ることができる良質
の本物で、環境に配慮する企業であることを納得させら

れる企業理念が創立当初からあった。岡崎社長は、企業

30年寿命説に触れ、これまでの歴史は大切にするが、新

しいものの導入にもチャレンジしていく姿勢を強調し、

100年企業を目指すとともに、「めざせ lア ップル」とい

う意気込みを述べた。

米国でデザインの勉強をした岡崎社長は、一見デザイ

ナーといういでたちで登場し、大変気さくな話し方、そ

して2011年からの社長業は素人であったというウィット

に富む話で、聴衆を引き付けた。社長就任当初には、

スーツを着用したが 1週間で違和感を持った話や関西の

同業企業の社長への弟子入りのような訪間をして多くを

学んだ話等が語られた。「おやじを作る」「企業は人で出

来ている」等を′き得とし、その後 6つの重要施策 (1

顧客数の増加、 2 店舗営業力の強化、 3 商品開発力
の強化、 4.粗利益の改善、 5.業務効率化、 6.次の

0

世代のために)

が、社長就任時

には思わしくな

かった会社の経

営を改善するた

め、次々に実行

されているので

ある。この 6つ

の経営施策 を

「経営とグラフイックデザイン」というコンセプトで、

視覚化することにも力を注いだ。例えば商品開発力の強

化では、医療プラス衣料で肌に良いものを作ったことや

国産のシルクを使った産着の開発に2年半かかった話が

あり、業務効率化の話では、部 。課を減少させみんなで

協力できるプラットフオーム型のオフィスにした等、大

変具体的な内容を挙げて、聴衆に分かりやすく伝えた。

さらに、「社員には人格を、商品には品格を、そして店には

風格を」というファミリアの基本テーマも述べられた。

再び、軽快な音楽とともに未来へ向かってのクリエイ

テイブな事業展開が披露された。ファミリアは、子供の

可能性をよリクリエイトする (iL社長のお言葉)た めに、近

年東京代官山、兵庫西宮での「プリスクール」事業に参

入した。保育事業は創業者がやりたかったことの一つで

あったことに加えて、ファミリア設立からのDNAで あ
る「ベンチャーマインド」の実践である。プリスクール

や新しい店舗の紹介では、我々の知る既存のそれらとは

異なるイメージの映像が流れ、会場は次代を感じずには

いられなかった。そのチャレンジ精神はさらに海外進出

へと展開し、経営はV字回復を見せている。

常にPDCAを 回 し、仕事の棚卸 しを続け、時代 に
キャッチアップする岡崎社長の経営手腕が披露された講

演であった。 (報告 中川 伸子)

基調講演報告

□



ポスター発表テーマ 発表者氏名 (所属)

1 女性のキャリア形成と企業の取り組み 杉本 あゆみ (滋賀文教短期大学)

2 ビジネス実務と簿記・会計教育 河合 晋 (岡崎女子短期大学)

3

北陸地域の国際医療ツーリズムとアレンジ事業人材育成プログラム研

究一ヘルス&ウ ェルネス・ツーリズムのコミュニティ・ビジネスヘの
連携と人材育成の考察―

米田 迪、北潟 克輔 (金城大学)

4 地方公務員を目指す学生の内的キャリア形成支援について
梶山 亮子 (愛知東邦大学地域創造研
究所)、 手嶋 慎介 (愛知東邦大学)

5
学生プレゼンテーションの評価者による結果の差異
―マナー・態度振る舞いに焦点を当てて一

山本 恭子 (名古屋学芸大学)

6 教室内PBL学習による短大生のコミュニケーション能力の伸長と課題
和田 佳子 (札幌大谷大学)、
椿 明美 (札幌国際大学短期大学部)

″
′ サービスデザイン思考を活用したソーシャルビジネス教育について 町田 由徳 (岡崎女子短期大学)

8 キャリア形成過程における金融リテラシーの獲得 森谷 一経 (北海道文教大学)

9 医療事務教育におけるループリック評価の取組み 米本 倉基 (藤田保健衛生大学)

10 チーム基盤型教育実践がコンピテンシーに与える影響に関する研究 所 吉彦 (尚綱大学)

ボーカロイドによる授業一言語障害者の試み一 寺島 雅隆 (愛知東邦大学)

12
「カウンセリング」ビジネスに求められるサービスの要因
―Pay What You Want方 式による顧客の価格決定を通した考察―

深谷 博子 (中京学院大学中京短期大
学部)

大会 1日 目の午後からは、12件のポスター展示と発表・質疑応答が行われました。会場となった教室は、出版社の

展示会場と休憩室も兼ねていたため、人の流れが途絶えず、終始にぎわいを見せていました。ポスター発表のテーマ

と発表者氏名は以下のとおりです。

●

ポスター発表会場の様子

ボスター発表―覧
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※○は研究代表者

診療報酬算定フローチャートを用いた医

療事務の学習の促進

文系からの視点による技術経営ビジネ
ス実務教育に関する研究
～未利用特許を使つた新製品開発PBL事例から～

○藤丼

石橋

紀

一

厚

慶

(福岡工業大学短期大学部)

(福岡工業大学短期大学部)
大田 住吉 (摂南大学)

本研究では、診療報酬算定ルールのフローチャート

の作成および活用が、医療事務の学習の促進にどの程

度有効であるかについて検討した。フローチヤートの

作成は、情報系短大の専門教育科目である「医事コン

ピュータ」の授業の中で行われた。授業において各学

生は、診療報酬点数表にある「薬剤情報提供料」の算

定ルールを表すフローチヤートを作成し、一定期間を

設けた後、教員は正解を解説した。フローチヤートの

作成前後に行われた当該算定ルールに関するテストの

成績を比較した結果、少なくとも半数の学生の成績が

向上したことが認められた。また、成績の向上はとり

わけ初学者において顕著に認められた。これらの結果

から、診療報酬算定フローチャートを医療事務の補助

教材として用いることにより、効果的な学習が促進さ

れる可能性が示唆された。

学生の学習意欲向上を目的とした自由
選択型習熟度別クラス編成の導入
～簿記。会計科目群における実践～

「文理融合」―近年、このテーマを掲げる大学は多

いが、その具体的実施例および成果検証は必ずしも明

らかにされていない。また、技術経営 (MOT)は、
「文理融合」を有効に具現化する学問領域のひとつで

あるが、元来は理系から派生した経緯もあり、文系か

らのアプローチは決して十分とは言えない。

本研究は、文系 (経済経営系)学生が未利用特許
(注 :特許は取得したが、製品化 。事業化に至ってい

ない特許)の技術特性を活用・分析し、新製品開発を

特許保有企業に提案するというPBL事例を通じ、その

実践的アプローチ手法を明らかにするとともに、上述

した課題解決の有効性および成果検証について考察し

た。とくに、文系学生チームが独自の工夫とアイデア

で取り組んだ 6段階のステップ手法 (シナリオ手法に

よる発想、製品仕様の検討、特許マップ作成による優

位性比較、実企業へのヒアリング検証など)の具体的

事例を紹介するとともに、文系学生に対する効果的な

指導のあり方についても考察した。

新たな介護技術教育の在り方を考える
一福祉用具の利用実態とデジタルエ作技術への
ニーズ調査から一

○石橋

藤丼
一
紀

慶

厚

(福岡工業大学短期大学部)

(福岡工業大学短期大学部)
雅人 (中音5学院大学)

本研究では学生の学習意欲の向上を図るために、簿

記・会計科目群において、日商簿記 2級クラス、日商

簿記 3級クラス、簿記基礎 (全経簿記 3級)ク ラスの

3つの自由選択型習熟度別クラス編成を導入した。自

由選択型習熟度別クラス編成では学生自身が自分の希

望する受講クラスを選択できる。さらに授業期間中の

途中で同一科目内であれば、何度でも学生自身が自由

にクラスを移動できる。

この方式を実施した結果、習熟度別クラス編成につ

いては937%の学生が好意的に感じ、自分自身で受講
クラスを決めることが良いと回答した学生は917%で
あった。さらに、途中で何度もクラスを移動できるこ

とに関しては、87.5%の学生が肯定的に感じていた。
これらの結果から本方式を導入することによって、学

生の学習意欲を高める可能性が示唆された。今後の課

題として、学生自身のクラス選択と学習意欲向上との

関係性のメカニズムについて明らかにしていきたい。

介護分野で自助具と介助用具 (以下、福祉用具とい

う)を利用することは、要介護者のQOL(quahty of
hfe:生活の質)向上に直結する。しかし、福祉用具
は高単価であり、また既製品のため、障がいの状態に

応じたものを入手しにくいという問題がある。一方、

3Dプ リンタや3D―CADの低価格化が進み、個人でモ
ノづくりができる環境が整ってきたことから、これら

を障がいの状態に合わせた福祉用具の作成に応用する

実践や研究が増えてきた。今後こうしたデジタルエ作

技術が普及すれば、従来の対人介護技術 (コ ミュニ

ケーション、介護など)に加え、工学的介護技術 (福
祉用具の設計、作成など)を併せ持つ人材へのニーズ
が高まると考えられる。そこで本研究では、新たな介

護技術教育の在り方を検討すべく、施設における福祉

用具の利用実態とデジタルエ作技術へのニーズを、ヒ

アリングとアンケートによって調査した。

●



演技指導がプレゼンテーシヨンの評価に

及ぼす影響

短期大学と老舗企業の「ものつくり」体
験のPBL
―正課教育と正課外教育(サークル活動)を統合したキャリア教育―

○酒丼 健 (大手前大学)
瀬口 昌生 (大手前大学)

澤 田  裕 美 (大妻女子大学短期大学部 )

大学でのプレゼンテーション能力向上のための教育

方法として、演技指導を取り入れた場合、どのような

影響を受けるかについて検討した。

演技指導経験ありなしの学生をそれぞれ 1名選び、

パヮーポイント画面および発話内容は同一で、ノン

バーバルな部分については、演技指導経験ありの学生

には、①大げさな身振り、②情熱的な印象で、③かし

こまった感じ、④緊張している感じ、⑤就活で面接官

を前に行う感じ、のそれぞれで演じ分けてもらった。

未経験者に対しては特に指示はしなかった。

この6種類の映像を、ルーブリック等を用いて複数
の評定者によって評定を行った。

経験あり学生への評価は、概ね「慣れている」=

「緊張せず話している」であり、未経験者への評価は

「不慣れである」=「緊張している」=「見ている方

が不安になる」というものであった。その手慣れた感

じや安心感は鼻に付く印象もあったが、全体的には高

評価であった。演技指導経験は、まさに“演じられる"

ようになることへ寄与しているが、この意味すること

についての探求は今後の課題としたい。

短大生のジェネリックスキル育成とキャリア開発支

援を目的に、2015・ 16年度に正課授業と正課外活動を

統合した教育方法の在り方について研究した。先行研

究は 4年制が殆どで、正課外でPBL導入は限られる。

そこで、第 1に正課授業「キャリアデザイン I」 (前

期)にアクティブ・ラーニングを取込んだ (15年度243

人、16年度161人が受講)。 第 2に学生の発意でサーク

ルを組織し、15年度は就活支援、16年度は7ヶ 月間の

PBLを加え、「働く女性の理想の鞄づくり」をテーマ

に、リクルートの森本千賀子氏の講演会運営をはじ

め、老舗企業の博濱野や日本橋三越等と連携して市場

調査・製品化・販売を展開した (15年度13人、16年度

18人が参加)。 受講・参加学生へ質問紙調査を行い、

ジェネリックスキルが正課・正課外を通じて向上、

キャリア意識の変化が見られた。正課と正課外の統合

によるキャリア教育の有効性がみられ、全学的な教学

マネジメント確立の必要性等の課題を見出した。

プロジェクト型教育の特性に関する一考

ロジェクトの継続性要素を中心に～

奥村 実樹 (金沢星稜大学)

日本版PBLと もいえるプロジェクト型教育 (こ こで

は、特に学外に出て活動するものを指している)が、
全国の高等教育機関で見られるようになり久しい。プ

ロジェクト型教育は外部と関わる面があるため、教室

内、あるいは学内で完結する教育活動とは異なる特質

がある。今回、プロジェクト型教育をIgor Ansofの

通称The Ansoff Matrixに ヒントを得て、プロジェク

トのその「継続性」により4つ の事象に分類、マ ト

リックス化した。その分類基準は、プロジェクトの

「内容」とプロジェクトの「方法」を、継続に際し前

年のものをほぼ引き継ぐ形 (「同じ))と するのか、ある

いは、前年と異なる形 (「違う」)にするのかというもの

である。そこで、内容同じ×方法同じを『行事型』、

内容同じ×方法違うを『プロデュース型』、内容違う

×方法同じを『コンテンツ型』、内容違う×方法違う

を『イベント型』とし、それぞれの型が持つ特徴、長

所・短所を、報告者の活動を例に挙げながら考察し

た。

察
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産学医福農連携による「まびフアーム」
を通じてのキャリア教育

○佐 々木
/AN之
(中国学園大学 )

大田 住吉 (摂南大学)

近年、農商工連携、医農福連携など、様々な事例が

紹介されているが、学生をその現場に参画させ、その

事業ノウハウやビジネス戦略を肌で体感させるケース

は極めて少ない。

本研究は、総合病院、介護老人保健施設、農業ビジ

ネス法人、ホームセンター、中国学園大学の 5者が一

体となり展開された介護老人施設での農場づくリプロ

ジェクト「まびファーム事業」 (倉敷市真備町)を 通

じ、各々の企業・団体のメリットおよび参加学生に

とってどのようなキャリア教育上の効果がもたらされ

たのかを考察・検証するものである。

本研究では、各団体のメリットのみにとどまらず、

産学医福農連携のKey Factorに ついても分析を行っ

た。特に、学生のキャリア志向の変化にフオーカス

し、社会人基礎力をベースに作成したループリック評

価を用いて学生の成長について検証した。被験者の学

生だけでなく、その友人、担当教員、学生の保護者か

らもアンケート調査を実施し、多角的な視点で考察し

た。



課題解決型授業の成果とその要因
一受入先のメリットに注目して一

組織的な地域連携PBLの設計と運営
(事例研究)

見 舘  好 隆 (北九州市立大学 )
○山口 憲二 (いわき明星大学)
金 世燥 (いわき明星大学)

本研究は、 3年間続けて取り組んだPBL型授業につ
いて、受け入れて頂く企業団体のメリットを向上させ

る要因は何かを分析することで、受入先に意欲的に持

続性を持って運営できるPBLの在り方を提示すること

を目的とする。研究方法は I仮説 11学生と受入先と
のコミュニケーションの頻度が高いほど評価が高い、

【仮説 2】 メンバー同士のコミュニケーションの頻度

が高いほど評価が高いとし、それぞれの学生の活動と

企業団体評価について相関分析を行った。また、その

結果について、学生のレポートおよび企業団体の担当

者のインタビューデータをもとに考察を行った。結果

【仮説 1・ 21は指示され、受入先とメンバー同士の
コミュニケーションの頻度は、PBLの成果に影響する

ことが明らかになった。また考察の結果、成果が出や

すいPBLの課題は、企業団体が本当に解決したい真剣

な課題であること、そう簡単には解けない複雑な課題

であることが重要であることがわかった。

ビジネス現場の変化
一生産財(BtoB)営業の場合―

教養学部 2年次後期必修科目「CD2」 (120名 )、 後

続の選択科目「CD特講A」 (38名 )を PBLと して実施
した (CD=キ ャリアデザイン)。
その設計と運営のプロセスを、主に教員の思考、学

生の関心度の変化に言及しながら考察した。

担当教員はビジネス・キャリア教育系分野で新たに

採用された 6名であるが、客員教員 2名が設計・準備

のサポートに加わった。本事例の特徴の 1つ はPBLの

組織的実施である。「CD2」 では教員がそれぞれ 1

テーマ・平均20名の学生を担当し、それを 2、 3チー
ムに分けてマネジメントした。

後続の「CD特講A」 では38名の学生が同じテーマ

で成果をさらに改善、精級化した。教員の思考 。関心

は“落とし所"の見出し方に集約され、学生の興味 。関

心は当初のプレゼン成功から、最後はより本質的な問

題解決に向かった者も少なくない。

今後の課題は、教員のプロジェクト支援技術向上お

よび学生の成長、意識変化のより精級な測定である。

職業教育における日本の学位・資格枠
組みに関する考察
―「職業能力評価基準」の事務系職種に焦点をあてて一

○天野

大橋

郎

治

緑

健

(MC&フューチャーコンサリレティング)

(筑紫女学園大学)
江藤 智佐子 (久留米大学)

技術や社会、産業構造の変化がビジネスの現場を変

化させている。変化の実態と、職務に求められる能力

や資質は何か、さらにはそれを育成するために大学教

育はどうあるべきかを考えたい。今回は、生産財の営

業職に焦点をあてて詳細の聞き取り調査を実施し、報

告を行った。

営業の役割は、自社の商品 (モノ)を販売すること

であった。しかし、モノが陳腐化するなかで、顧客の

課題解決 (コ ト)が役割となりつつある。営業は顧客
組織の様々な階層や部門と関係を持ち、課題の背景ま

で共有し顧客課題を深く理解しようとする。また、社

内の様々な部門や社外パートナーにアクセスして、な

んとか顧客課題を解決しようとしている。

より難易度が高く、リスクも高い営業活動には、好

奇心や積極性、挑戦心、粘り強さ、固定観念にとらわ

れない素直さといった態度面の重要性が際立った。そ

の背景には、「お客様の問題をなんとか解決して役に

立ちたい」という姿勢が基盤にあるのではないかと考

えている。

本研究は汎用的な業務内容が求められる事務系職種

に着目し、「職業能力評価基準」における職業能力の

評価指標について、その成立過程から究明することが

目的である。

職業能力のレベルと内容を<共通のものさし>で可
視化する取組みとしては、諸外国の先端事例として

NQF(National Qualincations Framework)力 湊芦げ
られる。各 レベルの指標は「知識」「技能」そして

「コンピテンシー」など第三の要素で示されていると

ころに特徴がある。日本においては、NQFの 萌芽的
な取組みとして「職業能力評価基準」と「キャリア段

位」がある。「職業能力評価基準」は2002年 度から厚

生労働省で整備され始め、2004年 に業種横断的な職種

として「事務系職種」が策定された。2017年 には54業

種、事務系 9職種が完成している。この指標策定で参
照にした海外NQFは英国NVQであった。この評価基
準が国内での認知があまり高くない理由には産業界と

の対話はあっても、教育機関と対話が無かったこと、
つまり教育の関与の弱さが原因の一つとして挙げられる。
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人的資源管理における企業側と従業員
側の視点

大学等における就職筆記試験
の問題点整理と事例紹介

1対策指導

景子 (金沢星稜大学女子短期大学部)

○樋口 勝― (追手F]学院大学)
福丼  就 (大手前学園)
仁平  直 (神戸国際大学附属高等学校)

企業における人的資源管理は、近年、戦略的な視点

から管理が強化されている。企業業績と人的資源管理

の関係に焦点が置かれ、一方で、ヒトという経営資源

の「人間的存在としての人間重視」は軽視される傾向

にある。

本研究では、企業経営を支える人的資源管理の有効

的実践には、人的資源理念である「経済的資源として

の人間重視」と「人間的存在としての人間重視」の両

立が必要不可欠であり、企業側と従業員側の両視点か

らの管理構築が重要であることを改めて示した。加え

て、両視点を結び付ける役割を「組織文化」が担って

おり、企業の目的達成と人間重視の実現には、戦略と

人的資源管理が組織文化と緊密関係を保つことが重要

であることを導いた。また、組織文化を人的資源管理

の影響因子と捉えることは、ビジネス社会における若

年層労働者の就職ミスマッチの軽減にもつながり、企

業における活発な労働力の蓄積を可能にする環境創造

に寄与することが示唆された。

非正規雇用者の多様化した雇用形態に
ふさわしい雇用システムについての研
究

上岡 史郎 (目白大学短期大学部)

総務省統計局における平成29年 2月 発表の『労働力

調査』によると、雇用者全体の中の非正規雇用者の割

合は37.7%で、非正規雇用者の中の不本意な非正規雇

用者の割合は15.2%と なっている。近年、非正規雇用

者の待遇面での社会的関心が高まっているにも関わら

ず、非正規雇用者のうちの85%ほ どが自発的に非正規

雇用を選択しているのである。

非正規雇用者のキャリア形成を考えるとき、①正社

員希望のグループ、②非正規継続希望のグループ、③

セカンドキャリアとして就業しているグループに分け

て考えていくことが必要である。

正規雇用者と非正規雇用者が混在し、また、非正規

雇用者の中に、自発的な非正規雇用者と不本意な非正

規雇用者が混在するなど、一つの組織にさまざまな雇

用形態が混在する中で、雇用者が満足いく就業を行っ

ていくためには、それぞれの雇用形態にふさわしい雇

用システムを構築していくことが求められる。

今後の研究では、業種ごとの実態分析と、それに

合ったふさわしい雇用システムを検討していきたい。

近年、少子化による大学全入時代に入り、多様な学

力をもつ学生が入学するようになった。入学者の多く

は「就職」に関心があり、従来はアカデミックな内容

中心で享受していた大学側でも、学生のニーズをみた

し、入学生を確保するためにそれを意識した就職筆記

試験対策がおこなわれるようになってきた。また、従

来の入学生なら入学時の学力である程度、就職試験レ

ベルの筆記試験問題を解けていたのであるが、上述の

学力多様化により、それができない学生が増えてきた

ことも就職筆記試験対策がおこなわれるようになった

原因だと考えられる。

本発表では、就職筆記試験対策における問題点を

「大学組織側」、「教職員側」から整理し、その解決策

の提案を3大学、 1短期大学の事例紹介を交えながら
おこなった。

大学 102年生インターンシップが大学
生の学ぶ意欲と職業意識に及ぼす影響

岩丼 貴美 (近畿大学大学院)

大学 1・ 2年生のインターンシップに着目し、大学
生の学ぶ意欲と職業意識にどのような関連性があるの

か検討した。まず、インターンシップ経験者と未経験

を対象にアンケー ト調査を行った。データ分析の結

果、「大学に対する期待度」が、入学直後と現在を比

べたところ、インターンシップ経験者に大きな伸びが

みられた。しかし、職業意識に関しては、あまり大き

な違いは見られなかった。

そこで、「大学に対する期待度」が大きく伸びたイ

ンターンシップ経験者の分析を行った。データ分析の

結果、インターンシップ経験の中で、職場における他

者からの支援が強いほど、自ら学ぶ意欲が高くなるこ

とが示された。さらに、自ら学ぶ意欲が喚起されると

職業意識が高まる傾向にあることがわかった。本研究

ではこれらの結果から、学習意欲の低下傾向にあると

言われる大学 1・ 2年生に対し、インターンシップが

動機づけとなり、職場の他者からの支援が学ぶ意欲を

高めることが分かった。

一認



女子大学における人材育成の取り組み
～「未来人材育成モデル」構築の試み～

ビジネスマナー教育における相互評価
と自グループ評価の効果
一社会人基礎力の視点から一

安齋 徹 (群馬県立女子大学)

実務経験を経た大学教員として、コミュニケーショ

ン教育、リーダーシップ教育、ビジネス教育、社会デ

ザイン教育 (ク リエイテイビテイ教育)、 キャリア教

育を通じて女子大学で人材育成に取り組み、確かな成

果を収めているが、能力・スキル、視野・ビジヨン、

経験・タスクというフレームワークに基づき「未来人

材育成モデル」を提示する。

第 1に コミュニケーシヨン・リーダーシップ・クリ

エイティビテイという能力・スキルを習得し、第 2に

社会・ビジネス・自分に関する視野・ビジヨンを身に

つけ、第 3に協働経験 。企画経験、失敗経験という経

験 。タスクを経ることが求められる。飛行機に例える

ならば「エンジン」としての知識だけでは飛び立つこ

とができず、「操縦拝」を操る視野・ビジョンを身に

つけ、行き先を見定め、「翼」としてのスキル・能力

でより高く速く遠くに飛べ、「推進力」となる経験 。

タスクを重ねることで実際に前に進むことが可能とな

る。

○藤原 由美 (産業能率大学)
前野 隆司 (慶應義塾大学)

大学などの高等教育機関においてキャリア教育が義

務付けられ、社会人基礎力が注目を浴びている。一

方、教育の質の保証の観点から学部教育を見直し、汎

用的な基礎能力の教育プログラムとその効果測定を求

める声が高まっている。このため、本研究では、キヤ

リア教育の一環としてのビジネスマナー教育に注目

し、ロールプレイングを対象としたグループワークに

おける相互評価を特徴とする教育プログラムに加え

て、新たに、社会人基礎力の視点による自グループ評

価を提案するとともに、実際に運用してその効果と意

義を多角的に検証した。

その結果、ビジネスマナー教育における相互評価と

自グループ評価が社会人基礎力に与える効果を、学生

による 2年間のアンケート調査を基に統計的にも確認

することができた。最後に、今後の課題として、本結

果の一般性を拡大継続して研究する必要性と、自グ

ループ評価のどの要素が社会人基礎力の向上に影響し

ているのか、その要因の解明を挙げた。

アクティブラーニングを導入したビジネ
スマナー講義の設計
～学生の能動的学習意欲促進を目指して～

丼上 奈美子 (福岡県立大学)

本稿は米国と日本のアクテイブラーニングの先行研

究を参照にビジネスマナー講義を設計し、カークパ ト

リックによる学習成果の 4段階評価に依拠しALの学

習評価を検証した。

結果、学生はマナーに関して自ら問題意識を持ち、

教科書や教員が提供する知識以上に知識を獲得しよう

と努めた。一方で学生の中には新たな知識を得たから

こそ不安感を覚える者もいた。しかし、ALで人から

学ぶことの意義を体感した学生は、教員や日上の方に

尋ねたり、アルバイト先でマナーを実践したりして習

得しようと試みた。また、ある男子学生達は、講義中

に携帯電話を見る頻度が減り、積極的に傾聴するよう

になり、徐々に発言が増えていった。日常生活でマ

ナーを意識すると、マナーを自分ごととして捉えるよ

うになり、学問に対するとらえ方が変わったことで知

識に対する見え方が変わり、学びへのアプローチ方法

が変わったと考察される。

商業高校における検定科目指導へのア

クティブ・ラー

果

ニング導入による学習効

名和 晋也 (岡山県立津山商業高等学校)

高等学校では2022年 より年次進行で学習指導要領の

改定とアクテイブ・ラーニングの導入があり「何がで

きるようになるか」を明確にした指導が求められる。

本校では学校経営計画にアクテイブ 。ラーニングの

実現が組み込まれ、商業経済検定試験 (マーケテイン

グ)お よび珠算 。電卓実務検定試験の指導でこれを実

施した。その結果、取得率は商業経済検定 (マ ーケ

ティング)で30%以上、珠算・電卓検定で25%以上上

昇し、 1級取得率も25%程度上昇した。これは、検定
科目へのアクテイブ・ラーニングの導入が効果的であ

ることを示している。

「深い学び」「主体的な学び」「対話的な学び」は、

高校の評価の観点である「関心・意欲・態度」「技

能」「思考・判断 。表現」「知識 。理解」と深く関わり

がある。

これにより、2020年度より実施される「大学入学希

望者学力評価テスト」導入時に商業高校からの進学に

移行できる一つのアプローチになると考える。
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ビジネス実務のための法学・経営学・会
計学～ビジネス実務教育を支える専門
教育のための教材開発を通じて

歴史に貢献したインターンシップ
一明治の若者たちの取り組み―

○岡野 大輔 (金城大学)
奥村 実樹 (金沢星稜大学)
カロ納 輝尚 (富山短期大学)
中原 亜紀美 (金城大学短期大学音6)

本研究は、標記の教材開発を通じて、ビジネス実務

の学際的意義を明らかにし、ビジネス実務が援用して

いる法学や経営学 。会計学などの専門領域に関する事

項を、ビジネス実務教育においてどのように展開すべ

きか、ビジネス実務教育における専門教育のあり方に

ついて考察することを目的とする。ビジネス実務教育

「を支える」専門教育といった場合の「専門教育」と

は、「ビジネス実務教育の構成要素として、他の専門

領域から援用された基礎的概念や方法などに関する教

育」であり、ビジネス実務の構成要素となっている他

の専門領域からの援用部分につき、これをさらに深化

させて学ぶことを目的とする教育を「ビジネス実務を

学ぶ者のための専門教育」と考える。

そして、ここでの法学や経営学、会計学は、ビジネ

ス実務を学ぶ者のためのものとして、より実践的な内

容であって、ビジネス実務の体系に適ったものとして

再構成されたものであることが求められると考える。

古閑 博美 (嘉悦大学)

大学等高等教育機関への進学率はユニバーサルアク

セス型となり、学生は教育産業のサービス受益者と言

え、そうした意識に基づく態度や行動が見られるよう

になった。高等教育機関に期待されていることは、昔

も今もよき人材の育成であり、知識や技能の習得のほ

か人格形成に資する教育が必須である。「志」教育は

そのひとつである。

明治という時代の幕開けにあたり、日本の近代化に

貢献した若者がいた。長州五傑と呼ばれた伊藤博文、

井上馨、山尾庸三、井上勝、遠藤謹助等が英国留学か

ら持ち帰った知識や技術は、多くの困難を乗り越えた

結果であることは言を侯たない。江戸時代に教育制度

が整っていたことは我が国の知的資産を語る上で無視

できない。

彼らの渡航をインターンシップの観点から考察し、
人材育成の目的は①教養ある人間、②よき職業人にあ
る (オルテガ、1996)に合致する。併せて、①納税義
務を果たすよき国民、②奉仕の精神 (国 。人類。世界
に貢献する)を強調した。遠隔教育たる海外インター
ンシップについて今後とも考察を深めたい。

「接遇の心」の教授法に関する考察 PBL型授業に関する報告
―道徳教育に焦点をあてて一

佐藤 麻衣 (赤穂市民病院) ○水野

石丼

(摂南大学)

(摂南大学)

武

三恵

本研究の目的は、「接遇の知識化」に必要不可欠な

「接遇の心」の教授法を探究することにある。そこで

本発表は、道徳教育に着日し、その知見の援用を試み

た。判明事項は次のとおりである。

① 教師の姿勢
教師は、受講者が最適な「接遇の心」を発揮でき

るよう、受講者と共に考え、多様な選択肢を教授

し、受講者が自ら考えて実践できるように指導す

る。

② 授業における留意点
教師は、接遇に対する考えや思いを明確にし、受

講者の特性を理解し、共通の教材を用いて接遇の

多様な方法や捉え方を学習できるよう促す。

以上のことから、道徳教育の観点から捉えた「接遇

の心」の教授法は、受講者と共に考える姿勢が重要で

あるといえる。他者をもてなすとはどういうことか、

相手の求めていることを読みとり、気遣う対応をする

ための方法を一緒に考え、受講者自身にとって最善の

「接遇の心」を導くことが「接遇の心」の教授法とい

えよう。

発表者が本務校でのPBL型授業に携わってから5年

が経過した。

過去の日本ビジネス実務学会全国大会 (2015年鹿児

島大会、2016年金沢大会)においては本学のPBL型授

業の事例発表を行い、次の 5つ の事柄 を述べた。

①S―PDCA+F(事前準備と肯定的な内省の必要性)
②学生の活動への関心度が高く、指示・干渉度が低い

指導方法の浸透 ③報告会での学生のプレゼンテー
ションの改善 (講習会の実施、ルーブリックの活用 )

④学生間・教員間の情報共有の機会の創出 ⑤連携先
と当方との関係性 についてである。
本発表では、①～⑤の検証を行い、新たな課題とそ

の対処策について述べた。

また、2016年度に実施したアセスメントテストの結

果、「挑戦する経験」、「続ける経験」、「ストレスに対

処する経験」、「多様性を受容する経験」、「関係性を築

く経験」の5項目が低下していた。それを踏まえ、教

員は、学生の「何を伸ばす」ために、「どのような経

験の場」を設計するべきなのかを課題とした。

ロ
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2口17年度総会報告

6月 10日 (土)神戸大学六甲台第 2キ ャンパス・農学部にお

いて2017年度日本ビジネス実務学会総会 (前半・後半)が開

催されました。椿会長を議長として議事進行され、以下の議

案について審議および報告が行われました。

1.2016年度事業報告 (2016年 5月 1日 ～2017年 4月 30日 )

(1)委員会活動
①総務・企画委員会

・役員・評議員選考委員会規程の改定

・ビジネス実務論集規程の改定

・ビジネス実務論集査読規程の制定

・事務局業務の一部外注化の検討
。年会費の値上げの検討
。第37回 (2018年度)全国大会の検討

②編集委員会

・ビジネス実務論集第35号の発行にかかわる業務

・論集の充実に向けた検討

・研究対象領域の見直しに伴う論集規程の改訂

・論集への投稿数の増加促進策

・大学院生からの投稿を積極的に受け付けることによる質

と量の充実
。論文、研究ノートに加え新たな種別 (資料)の検討

③研究推進委員会

・学会研究の活性化

・産業界との連携を元に課題解決を図るプロジェクトが開

始 (JAUCB受託研究)
。ブロック研究での研究成果を全国大会で発表

④広報委員会

・会報No65、 66の発行

・全国大会情報およびプロック研究会案内・報告などを

ウェブサイトに適宜記載

(2)JAUCB受託研究
2015年度・2016年度JAUCB受託調査研究「産学連携コ

ラボ」の実践。詳細は、全国大会2日 目 (6月 11日 )に

チーム代表およびメンバー2名 (関憲治、高橋秀幸、千葉

里美)から報告を行った。

(3)研究推進
ブロック研究会開催状況

【北海道ブロック】
・2016年 7月 2日  札幌国際大学 (総会・講演会)
・2016年 12月 23日  北海商科大学 (学生プレゼン)
・2017年 2月 25日  北海商科大学 (ブロック研究会)
【関東。東北ブロック】
・2016年 9月 3日  大妻女子大学 (公開講座)
・2017年 2月 18日 福島学院大学 (総会・ブロック研究会)
【中部プロック】
・2017年 1月 28日 ・29日 中部学院大学 (総会・ブロック
研究会 )

・2017年 1月 28日  中部学院大学 (学生プレゼン)

【近畿ブロック】
・2017年 2月 19日  大手前大学・短期大学 (総会・ブロッ
ク研究会・学生プレゼン)

【中国・四国ブロック】
。2016年 8月 27日 ・28日  中国学園大学 (総会・ブロック
研究会・学生プレゼン)

【九州。沖縄ブロック】
・2017年 2月 18日 久留米大学 (ブロック研究会)

(4)刊行物の発行
「ビジネス実務論集No 35」 (2017年 3月 発行)

「会報No 65」 (2016年 9月 発行)

「会報No.66」 (2017年 3月発行)

(5)研究助成 1件 (2年 間)
2015年度JAUCB受託研究調査 (助成額 年間100万 円)
「若手社員と学生コラボチームによる業務課題解決プロ

ジェクト」 (北海道ブロック、研究代表者 :関憲治)

2.会員の動向

2005/6/1

9      455

144411

2016/6/1 9      337(53) 422

2017′‐5/201■1 ‐1383(59
※ (  )内 はシエア会員数

3 2016年 度収支決算報告 (p15参照 )

4 2017-2018年度役員体制について (p16参照)

5 2017年 度事業計画について

(1)活動方針と重点目標
(2)ブロック研究会の開催
(3)役員会、各種委員会の開催
(4)刊行物発行
。会報No 67、 68の発行

・ビジネス実務論集No.36の発行

(5)JAUCB受 託調査研究助成 (1件 :中 部ブロック、近
畿ブロックによる共同研究 )

研究テーマ :「地域・産学連携事業の実践を通じたモデ

ルの探求」 (助成額 :2年間・2∞万円)
(6)第37回全国大会の検討

6.2017年度予算 (p15参照 )

2014/6/1       10      424(47)      12

20157161/1  11111110
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収入の部

支出の部

2016年度決算報告・2017年度予算 02016年度貸借対照表

(単位 円 ) 収入の部

単位 円 ) 支出の部

(単位 「 I)

(単位 円 )

大科口|||■   中科
=
決算1鱒15年度Ia 予算(η16F疵 )b 決算(■ 16年度)c 差 異さ

基本財産運用収入 2,554 1,lXXl

基本財産利息収入 2,554 1.lXXl

会費収入 3.498,000 3,494,呻 3.429,0∞ ▲ 65,000

正会員一般会費収入(3.lIX円 )

正会員'シエア会費収入(5,硼円)

学生会員会費収入(3,圃円)

賛助会員会費収入(50.Ollll円 )

2.616,lXXl

255,lal

27.000

600,000

2.640.lIXl

230,lKKl

24.000

61111.000

2.536,囲

260.lIXl

33.000

61Xl,CKXl

ゝ1“,lHl

∞ , lXXl

9.CIXl

0

事業収入 1.000,000 1,醐 .0001 1,OCXl,0∞ | 0

受託調査収入

学会誌等販売収入

1,lXIl,lXIl

0

1,lXIC,lKXl

0

1,lXXl,囲

0

0

0

助成金収入 500,000 500.000 500,0001 0

経常費協力金 500,000 500,0∞ 5111,lXlll 0

雑収入 781.877 5tXl,llXll 509.961 9,861

受取利息

全国大会貸付返戻金

全国大会余剰金

その他の収入

291

500,lX10

281,586

0

llXl

51111,lXXl

0

0

12

5CXl, lXXl

9,949

0

△ 88

0

9,949

0

当期収入合計(A) 5,782,431 5,495,llXli 5,439.04ア △ 56.053

前期繰越額(B) 4.366.5181 3.986.6551 3,986.655: 0

収入の部合計(C) 10,148,9491 9,481,7551 9,425,702: △ 56,053

大科目    中科目 予算(脚 16年度) 滉算(2016年度) 予算〈
"17年

度) 差■異注

基本財産運用収入 1,CK10 Zゝ  920

基本財産利息収入 1,OllKl △ 920

会費収入 3,494.0001 131429,000 3,379,000 △ 115,000

正会員̈搬含費収入0,硼 )

正会員シエア会責収入6岬 )

学生会員会費収入(0,田円)

費助会員会費嶼 m.岬 )

2.640,OIXl

230,000

24,000

600,000

21536.000

2∞ ,llC10

38,000

11 600.000

2.536,000

260,000

33.000

550,000

104.lX10

30,000

9,000

50,000△

事業収入 1,000,000 1,lXIl,000 1,000,000

受託調査収入

学会誌等販売収入

1,圃 ,lXXll

0

1,000,lX10

0

1,囲 ,囲

0

0

0

助成金収入 500,000 500,000 500.0001

経常費協力金 500,000 51Xl,000‐ 500,000

雑収入 500.100 509,961 500,010 △ 90

受取利息

全国大会貸付返戻金

全国大会余剰金

その他の収入

llXl

5111. lXXl

0

0

12

51Xl,llC10

9,949

0

10

511Cl,000

0

0

∠ゝ 90

0

0

0

当期収入合計(A) 5,495,100 5,439.l147 5,379,0901 △ 116,010

前期繰越額(B) 3,986,655 3,986.65, 3,624,1301 ∠ゝ 362.525

収入の部合計(C) 9,481,7551 ,1425,702 9,003,2201 ∠ゝ 473.535

大fl目 |■|||‐ |  :1科書 決算(206年度,| 予算(2016年度)b 決算(η 16年度)c 差 異

事業費 2.905,9251 3.137,2Xli 2.828.628: △ 308,572

大会関連費

大会貸付金

論集発行費

学会賞賞金

学会奨励賞

ブロック研究会補助金

受託調査研究費

",818
51111,醐

550,307

0

50,000

754,81Xl

l,lXXl.lllXl

50,000

500,000

750,0001

50,000

60.lXXl

727,200

1.000,0001

64,752

躙 , 剛

495,476

0

40, CXXl

728,400

1,lHl.圃

14,752

0

△ 254,524

△ 5tl,囲

△ a,cxxI

l.21D

0

事務管理費 3.256,369: 3.665.lXIl 2,972,944 ▲ 692,056

広報費

会議費

旅費交通費

人件費

通信費

印刷費

消耗品

デジタル化推進費

HP移行費

事務局移転費

雑費

268,282

148,780

1.564,865

660,000

201.694

78.630

38,474

65,884

12.51Xl

185,925

31,335

31Xl,0∞

250,000

2.lXlll,GXl

700, 圏

220,000

100,000

50,000

0

0

0

45,0001

2∞,795

145,280

1,610,089

670.800

209,272

45,004

25,543

0

0

0

36,161

△ 69,2t15

△ 1“,コ
△ 389,911

△ 29,躙

△ 10,728

△ 54.996

△ 24,457

0

0

0

△ 8,839

予備費 0 0

予備費 0 0

当期支出合計(D) 6.162,294 6.802,2001 5,801.5721 △ 1.lXXl,628

当期収支差額(A)― (D) △ 379,863 ム 1,307.llll △ 362,525 944.575

次期繰越額(E)=(C)― (D) 3.986,655 2,679.555 3.624,1301 944.575

支出の部合計(D)+(E) 10.148,949 9,481,7551 9,425,702 △ 56.053

X差異=2016年 度決算c-2016年 度予算 b

大科目    中科目 予算(ω 16年度) 決算016年度) ‐予算(2017年度) 1差■異

事業費 3,137.2CXll 2,828,620 3,022,6001 ∠ゝ 114,600

大会関連費

大会貸付金

論集発行費

学会賞賞金

学会奨励賞

ブロック研究会補助金

受託調査研究費

50. lXXl

51Xll.lXI

750,000

50.000

60, lXXl

727.200

1,圃 .lXXl

64,752

翻 , lllXl

.495,476

0

40, M10

728, 411Cl

l,000.lXlll

55.lXXl

500,lIXl

650,000

50,000

50, lXXl

717,61Xl

l,OllCl,000

5,lHl

0

△ lllll,000

0

△ 10.lXXl

△ 9,61Xl

0

事務管理費 3.665,0001 2,972.944 2,640,lllll △ 1,025,lKXl

広報費

会議費

旅費交通費

人件費

通信費

印刷費

消耗品

雑費

3CXl, lHl

2511,lXK

2,ll10,000

700,000

220,OXl

10D,lKXll

50, CKKl

45. lXXl

230,795

145.280

1,610,089

670.8∞

21n,272

45. lll14

25,543

36,161

250,000

150,000

1,lllll,CX10

800, 囲

2211,0∞

50,000

30,000

40, lXlll

△ 511,圃

△ llXl,lllll

△ 900,Cll10

llXl,CXlll

0

△ 50,0011

∠ゝ 20,000

△ 5,lXXl

予備費 C 0 0

予備費 0 0 0

当期支出合計(D) 6.802,200: 5,801,572 5,662.6001 △ 1,139,600

当期収支差額(A)― (D) △ 1,307,llXl △ 362.525 △ 283.510 1,023,590

次期繰越額([)=(C)― (D) 2,679,555: 3,624,130 3,340,6201 661,065

支出の部合計(D)+(E) 9,481,755 9,425,702 9,003,2201 △ 478,535

I資産の部 (単位 円)△は前年度減を示す Ⅱ 負債の部

日 前年度末 本年度末 増減

固定負債 0 0

流動負債 0 0

未払金 0 0

負債の部合計 0 0

Ⅲ 正味財産の部

科   目 前年度末 本年度末 増減

基本財産積立預金 5.llK10.∞ 0 5,Ollll.Ollll 0

研究推進準備金 5,lKIl.JXl 5,lXXl,剛 0

翌年度繰越金 3.986,655 3,624,130 △ 362.525

正味財産の部合計 13.986.655 13,624,130 △ 362,525

科   目 前年度末 本年度末 増減

負債および正味財産合計 13.986,655 13,624,130 △ 362,525

i[  ‐目 前年度末 本年度末 増減

固定資産 10,llllC,llllll 10.000,lll10 0

基本財産積立預金

研究推進準備金

5,lXXl,lXXl

5,lXXl,∞Э

5,lXKl,lXXl

5.lXIl.lXIl

0

0

流動資産 3,986,655 3,624,1301 △ 362,525

金

金

現

預

4,480

3,982,175

0

3.624.130

△ 4,480

△ 358,045

資産の部合計 13.986.655 13,624.130 △ 362,525 預金内訳

郵便振替口座 1,917,573

ゆうちょ銀行普通預金 4,120

北洋銀行普通預金 1,702,437

3.624,130

●

2016年度 収支決算書 収支予算案 om7年 5月 1日～2m8年 4月 30B)

貸借対照表 Om7年 4月 30日現在)



長 椿  明美 札幌国際大学短期大学部

評 議 員

小林  純 札幌国際大学短期大学部

副 会 長

坪井 明彦 高崎経済大学 千葉 ll美 札幌国際大学

米本 倉基 藤田保健衛生大学
研究推進委

員長
岡田小夜子 大妻女子大学短期大学部

大島  武 東京工芸大学 総務企画委

員長
風戸 修子 自由が丘産能短期大学

常任理事

和 田 佳子 札幌大谷大学 広報委員長
小松 由美 福島学院大学

・福島学院大学短期大学

者5佃  昌道 高松大学
坂本 理郎 大手前大学 若月 博延 金城大学短期大学部
大重 康雄 鹿児島女子短期大学 編集委員長 河合  晋 岡崎女子短期大学

理  事

加藤由紀子 北海商科大学 福井  就 大手前学園
飯塚 順一 湘北短期大学 篠原  収 広島女学院大学
高橋具知子 名古屋経営短期大学 桐木 陽子 松山東雲短期大学

手嶋 慎介 愛知東邦大学 山本 浩貴 東筑紫短期大学
樋 口 勝一 追手門学院大学 江藤智佐子 久留米大学

堀口 誠信 徳島文理大学短期大学部
監  事

加納 輝尚 富山短期大学
見舘 好隆 北九州市立大学 高橋 秀幸 北海道武蔵女子短期大学
関  憲治 札幌国際大学 事務局長

2017・ 2018年度 新役員体制

?事務局からのお知らせ∫
■転居届提出のお願い

当学会からの発行物は郵便局ならびに宅配業者を利用しております。そのため、郵便局への転居届だけでは、宛先不

明で学会事務局へ返送されてきます。発行物をスムーズにお届けするためにも、学会事務局への転居
。所属先変更のこ

連絡をよろしくお願いいたします。

第37回 (2018年度)
全国大会ご案内

■テーマ :地域・産業界と協働するビジネス実務教育

■開催日 :2018年 6月 9日 (土)。 10日 (日)予定
■担当 :中国・四国ブロック

■会場校 :徳島文理大学
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発行日 :2017(平成29)年 9月 30日
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磁

※敬称略

勤‐1務 先|| |プロ|シ|タ

佐藤 綾子 社団法人パフォーマンス教育協会 関東・東北

周藤亜矢子 茨城女子短期大学 関東・東北

河合 詠子 愛知学泉短期大学 中部

坂田 裕介 藤田保健衛生大学 中部

高中 公男 事業創造大学院大学 中部

長野 達也 高山自動車短期大学 中部

鰺坂はるよ 大阪千代田短期大学 近畿

中西 智江 池坊短期大学 近畿

上元 弘子 熊本YMCAラングージスクール 九州 。沖縄

村江 史年 北九州市立大学 九州・沖縄


